
これは前回の「日本の統計 2007」（平成19年３月発行）の正誤表です。

「日本の統計　2007」　正　誤　表

注）[ ]は表頭，< >は表中頭，「 」は表側項目を表す。

第１

表番号 頁 年次 正 誤

1-6 4 2,357 2,355

2-1 8 平成22年 -1.7 -0.17

平成27年 -3.4 -0.34

平成32年 -4.9 -0.49

平成37年 -6.2 -0.62

平成42年 -7.3 -0.73

平成47年 -8.5 -0.85

平成57年 -10.4 -1.04

平成67年 -11.4 -1.14

5-1 50 平成16年 29,103 28,969

平成16年 55,794 55,928

5-9 55 平成12年 371,804 371,598

平成12年 23.7 23.8

平成12年 695,628 695,621

平成12年 415,489 415,485

平成12年 280,139 280,136

5-11 56 平成7年 40,240 48,190

平成12年 37,466 38,286

平成12年 12,762 12,766

平成12年 6,653 6,839

平成12年 1,564 1,566

平成12年 848 849

平成12年 6,272 6,342

平成12年 700 707

平成12年 3,478 3,598

平成12年 693 716

平成12年 1,093 1,173

平成12年 683 768

平成12年 1,839 2,081

平成7年 - 7,950

[対前年増減率］の<将来人口>

[対前年増減率］の<将来人口>

[対前年増減率］の<将来人口>

[一般会計（国）　国から地方に対する支
出]

[一般会計（国）　純計]

[使途（当初計画）]

[使途（当初計画）]

平成20年３月

[対前年増減率］の<将来人口>

[対前年増減率］の<将来人口>

項目

[国民所得]

[租税負担率　計]

[１人当たり租税負担額　計]

[１人当たり租税負担額　国税]

[１人当たり租税負担額　地方税]

[使途（当初計画）　住宅]

[使途（当初計画）　生活環境整備]

[使途（当初計画）　厚生福祉]

[使途（当初計画）　文教]

[使途（当初計画）　中小企業]

[使途（当初計画）　国土保全・災害復旧]

[使途（当初計画）　道路]

[使途（当初計画）　運輸通信]

[使途（当初計画）　地域開発]

[使途（当初計画）　産業・技術]

[使途（当初計画）　貿易・経済協力]

[使途（当初計画）　資金運用]

[湖沼面積]の「全国」

[対前年増減率］の<将来人口>

[対前年増減率］の<将来人口>

[対前年増減率］の<将来人口>



表番号 頁 年次 正 誤項目

10-4 151 31 8,501

10-11 155 平成7年 15,870 15,980

11-4 159 平成17年 66,986 9,908

4,004 3,956

57,189 3,964

1,126 1,068

29 26

94 90

3,945 226

578 557

11-11 163 358,755 339,776

153,278 139,891

6,553 6,159

50,956 47,236

12-9 171 平成16年 57,617 57,566

平成16年 36,085 36,033

平成16年 41,931 41,879

平成16年 28,871 28,820

12-14 174 平成7年 38,761 32,716

14-16 195 平成7年 177,146 177,498

20-22 289 平成16年 34 17

平成16年 5 2

平成16年 26 13

平成16年 3 2

平成16年 40 21

平成16年 8 2

平成16年 1 0

平成16年 26 14

平成16年 5 4

[運輸収入　旅客　計]の<計>

[運輸収入　旅客　計]の<JR>

[運輸収入　旅客　定期外]の<計>

[運輸収入　旅客　定期外]の<JR>

[文官恩給年金]の<受給者人員>の「総計」

[文官恩給年金]の<受給者人員>の「普通恩
給」

[文官恩給年金]の<受給年金額>の「増加恩
給」

[文官恩給年金]の<受給年金額>の「普通扶
助料」

[文官恩給年金]の<受給者人員>の「普通扶
助料」

[文官恩給年金]の<受給者人員>の「公務関
係扶助料」

[文官恩給年金]の<受給年金額>の「総計」

[文官恩給年金]の<受給年金額>の「普通恩
給」

[情報提供サービス業]の「就業者数」

[その他の情報サービス業]の「就業者数」

[輸出　貨物船　総数]

[政府短期証券　償還額]

[文官恩給年金]の<受給年金額>の「公務関
係扶助料」

[自家用　原動力別　水力]の「沖縄」

[事業数]

[船舶局]

[船舶局]の「海上水上，航空運輸」

[船舶局]の「漁業」

[船舶局]の「港湾，港湾工事」

[船舶局]の「消防，救急医療」

[船舶局]の「教育」

[船舶局]の「スポーツ・レジャー」

[船舶局]の「その他」

[ソフトウェア業]の「就業者数」

[情報処理サービス業]の「就業者数」



表番号 頁 年次 正 誤項目

26-10 352 平成12年 … -

平成15年 … -

平成16年 … -

平成12年 … -

平成15年 … -

平成16年 … -

平成12年 … -

平成15年 … -

平成16年 … -

第２

表番号 頁

5-12 57
独立行政法人鉄道建設・運輸施
設整備支援機構

独立行政法人石油天然ガス・金
属鉱物資源機構

19-13 276 脚注2) 平成16年度以降は…。

20-16 287 単位 （単位　10億円）

23-4 330 表頭 書跡・典籍・古文書

表側
左下から
１機関目

[リサイクル率等]　の<紙製容器包装>

[リサイクル率等]　の<紙製容器包装>

[リサイクル率等]　の<段ボール>

[リサイクル率等]　の<段ボール>

独立行政法人鉄道建設・運輸施
設整備支援機＿

箇所

表側
左下から
３機関目

[リサイクル率等]　の<プラスチック製容器
包装>

[リサイクル率等]　の<プラスチック製容器
包装>

[リサイクル率等]　の<プラスチック製容器
包装>

[リサイクル率等]　の<段ボール>

[リサイクル率等]　の<紙製容器包装>

平成17年度は…。

（単位　＿億円）

書籍・典籍・古文書

正 誤

独立行政法人石油天然ガス・金
属鉱物資源機＿


